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県 ：都道府県
市 ：市町村
[ ]：想定される対策実施主体

被害対象を減少させるための対策

○気候変動による水災害リスクの増大に備えるためには、これまでの河川管理者等の取組だけでなく、流域に関わる関係者が
主体的に治水に取り組む社会を構築する必要があります。

○河川・下水道管理者等による治水に加え、集水域から氾濫域に至る“あらゆる関係者（国・県・市・町・企業・住民等）”の協働
により、流域全体で行う治水「流域治水」へ転換していきます。

○特定都市河川（日野川本川及び支川）の指定及び流域水害対策計画の策定に向けて、流域に関わる関係者で検討を進める。

流域治水の概要



被害対象を減少させるための対策

・減災対策の推進

・大規模氾濫減災協議会による国・県・市町の連携

○水害によるリスクを把握したうえで、いざというときに早め早めの避難行動をとっていただけるよ
う、マイ・タイムライン作成のワークショップ等を各種団体と連携して実施してます。

○「九頭竜川・北川大規模減災協議会」において、人命や地域を守るために、水災害に関する知
見や情報を流域全体で共有し、水災害に強い地域づくりを推進しています。

地域で活動されている防災士などと連携したマイ・タイムライン、コミュニティタイムライン、防災マップ作成のワークショップ

市町のハザードマップ作成への
技術支援

水防団等と重要水防箇所等の
合同点検実施

要配慮者利用施設の避難確保
計画作成の支援

小学生を対象としたわが家の防災
コンテストの実施
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